道本部は11月16日～17日、2012年度道政への「要求と提言」について道・教育庁との意見交換を行った。「要求と提言は」職場の課題や制度上の問題点など129項目からなり、10月24日に提出し、11月7日に回答を受けた。
意見交換には職能三評、女性部、消防協、学校栄養士連絡会など、各職場と道本部から延べ62人が出席した。
意見交換の時間は十分とはいえなかったものの、住民サービスの最前線で働く組合員の声を伝え、また、道からも一定の回答を得ることができた。意見交換の結果は、今後の道本部政策方針に反映していく。
◇意見交換の特徴的な内容◇
・民主的道政の推進について
公契約基本条例と公共サービス基本条例については、早急に進めなければならない課題であり、
現在の官製ワーキングプアは官が率先して進めたように捉えられている。このことを解消することにより、経済も活性化し、税収増にもつながると指摘した。
地域主権改革における「斟酌すべき基準」については、地域毎・分野毎に定めるつもりはないが、
そのセクション毎に決めてよいと考えている、と回答があった。
・北海道農業の確立に関する要求
道のさまざまな施策は理解するが、農村における過疎化の進行は止められていない。これは、
単純に担い手の問題だけではなく、医療や教育といったインフラが危機的な状況にあるため、人が住みにくくなっていることが考えられる。オール北海道で取り組まなければならない課題であると指摘した。
　
・政治部・道民運動関
省エネルギー・新エネルギー促進条例」に基づき、「過渡的」と位置づけている原子力エネルギーの使用を「いつまで使用する」のか、そのため、新たな「行動計画」において、再生可能エネルギー導入促進に向けた施策の展開方向や実施時期などを、早急に道民に分かりやすく公表すべきである。
さらに、道の防災計画は、国のＥＰＺの範囲にとらわれない全道的な計画にすること、青森県大
間原発にも対応することなどを要請した。
これらについて、原発停止に向けた道筋、代替エネルギーについては、今後の国のエネルギー政
策・指針、さらに経済情勢によるものが大きい。大間原発については、基本的に北海道がコメントできる立場にないとの回答であった。
しかし、今時示されたＥＰＺの３０㎞範囲の内・外を問わず、住民の命と安全を守る責任から、
後志管内各自治体は原子力防災計画策定に向け検討に入った。計画が真に実行あるものとなるには、国の「財政的支援」はもちろん、「人材育成」「国、道、事業者との情報共有」などの課題がある。北海道が国に強く働き掛けをしてほしい。さらに北海道としての支援・指導も強く要望していると指摘した。
このことについて、北海道としても各自治体の「目線」に立つて対応していきたい。「本庁－後志
振興局－各自治体」の連携を図っていきたいとの回答を得て意見交換を終了した。
・衛生医療
公立病院改革プラン点検評価については、自治体病院など（公的病院含む）財政措置と医
療提供体制の確保とバランスを見ていくこと必要と考えている。財政情報などを提供し適切な対応をとりたい。また、各保健所の保健師等を中心とする欠員補充（保健師欠員31名など）については継続的に補充に努力する。
原発事故に伴う放射線線量測定器については、道内１０カ所の保健所に設置し、市町村との連携
をとりながら住民の安全性向上に努める。また、看護職員の「雇用の質」を高める取り組み検討会での労働者の意見反映の場の設置など看護職員の労働実態の把握も含め対策を要望に対し、看護職員の「雇用の質」を高める取り組みは労働局と連携をとりながら進めると回答。
・現業公企
食中毒の防止にむけ道と教育委員会が全調理施設を調査し、97％に問題点があったため道独自で予防研修会を開催し参加体制の拡大に努め、国に対しては老朽施設改修の補助金要請を強める。
・女性部
道での女性管理職登用について、現段階ではポジティブアクションの設置は考えていないが、女性職員の積極的登用を議会で知事が答弁しているので、今後あり得るかもしれない。広範囲の部署異動で幅広い職務経験を付与するなど人材育成に努めると回答。

・消防協
東日本大震災緊急消防援助隊として派遣された消防隊員の勤務条件等の格差を指摘。安全衛生管理や諸手当について適切な対応を求め、道は「市町村の条例に基づき支給されているため内容が異なる。各市町村に対して特殊勤務手当の支給状況や国の費用負担について文書通知をした」と回答。また、派遣後の惨事ストレス対策についても指摘。このほか、防災航空隊員の増員や宿直体制の改善、消防学校に派遣されている職員の勤務条件改善を求めた。
・学校栄養士連絡会議
食物アレルギー対応について、学校職員全員の共通理解と協力で具体的な対応策を求めた。道教委は「新採用研修や経験者研修などさまざまな機会をとらえて指導を充実する」と回答。このほか、食育指導の充実を図るための栄養教諭の勤務状況調査の検証にあたっての現場との協議の場を設定することを求めたほか、栄養教諭・栄養職員の配置基準改善を求めた。
